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　地理空間情報活用推進基本法が成立して10

年。地理空間データを社会的に流通させるた

めのプラットフォームとなるG空間情報セン

ターも始動し、空間情報活用社会の展開は新

たなステージを迎えつつある。

　社会インフラにかかわる情報整備の仕組み

づくりをテーマに研究を続け、一般社団法人

社会基盤情報流通推進協議会（AIGID）の代

表理事としても奮闘する、東京大学生産技術

研究所准教授の関本義秀氏に、地理空間情報

の社会的活用の現段階、および今後測量業界

に期待される役割などについて、お話を伺った。

社会基盤情報の整備が一貫した
研究テーマ

──大学では土木工学を修められたとのこと

ですが、その後、社会基盤情報の整備・活用

について研究されるようになったきっかけは何

だったのですか？

関本氏　2002年に博士号を取得した後、国土

交通省国土技術政策総合研究所（国総研）に

赴任したのですが、そこでの研究テーマが道

路GISの整備だったのです。とりわけ、自動運

転時代に向けては車線とか標識などを含めた

高精度な道路データの整備が必要になります

が、そのためのコストや整備体制を検討してい

ました。

　例えば、道路のうち国が管轄するのは延長

割合にして1割に満たない国道だけで、その他

の道路は都道府県道や市町村道です。しかし、

それらを管理する自治体は、自力でデータを整

備するお金もないし、人もいない。では、どう

するか──ということで、民間企業や研究機関

のサポートを受けながらデータ、アプリ、シス

テムなどを効率的に構築していけるスキームを

具体的に検討していました。そうした国総研で

の研究が、その後の社会基盤情報にかかわる

追究の出発点になっていると思います。
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──15年も前から自動運転に向けた情報イン

フラ整備の研究は始まっていたのですね。

　国総研の次は東大に戻られて、空間情報科

学研究センター（CSIS）に研究活動の拠点を

移されましたが、ここでの研究テーマはどのよ

うなものでしたか？

関本氏　CSISでは、空間情報基盤の構築に向

けた研究を、国に依存するのでなく、関心のあ

る民間企業の参加と寄付によって進めていくプ

ロジェクトとして、2008年に寄付研究部門「空

間情報社会研究イニシアティブ」を立ち上げ、

2011年からは「次世代社会基盤情報」寄付研

究部門へと引き継いでいます。また並行して、

2008年から大量の人々の流れに関するデータを

社会的に活用する仕組みについて検討する「人

の流れプロジェクト」を主宰しています。空間ビッ

グデータの研究にも、約10年前から着手してき

たことになりますね。

　その後、2013年に生産技術研究所に異動し

てきて、現在はCSISおよび大学院工学系研究

科社会基盤学専攻と兼任になっています。

プラットフォームとコミュニティの
形成へ

──そうした研究をベースにして、実際に社会

インフラに関わる情報の流通環境づくりに取り

組んでいるのが、関本さんが代表理事を務め

る社会基盤情報流通推進協議会（AIGID）で

すね。

関本氏　そうです。AIGIDは、産官学の関係

機関および個人によって構成されており、社会

インフラに関わる情報の収集・配信・利活用等

の流通環境を整備することをミッションとしてい

ます。一般社団法人になったのは2014年です

が、任意団体として協議会が発足したのは

2011年のことです。

　設立の背景としては、2007年に地理空間情

報活用推進基本法が成立し、基盤データの整

備を進めて地理空間情報の高度利活用社会を

目指すという方向性は示されましたが、実際に

はさまざまな企業や団体がバラバラに持ってい

るデータをどうやって購入すればいいかも判ら

ないというのが当時の状況でした。そこで、デー

タを流通させる持続可能な仕組みが必要だとい

うことになり、まず国土交通省と東京大学によ

る共同研究が始まりました。さらに、民間企業

の参加によってデータ流通実験を実施するため

に、2009年に地理空間情報流通実験コンソー

シアムが結成され、これを基礎として2年後に

AIGIDが誕生したわけです。

──AIGIDはどのような活動を行っているので

すか？

関本氏　AIGIDは、国レベルで提起されてい

たデータ流通プラットフォーム構想の受け皿と

なる仕組みを産学でいかに構築するかを具体的

に検討した上で、それを事業として展開するた

めに2014年に組織を法人化し、プラットフォー

ム事業と利活用推進・支援事業を二本柱として

活動してきました。

　プラットフォーム事業としては、官民等が保

有するG空間情報をワンストップで自由に組み

合わせて入手できるG空間情報センターの運営

を、2016年に開始しました。ただ、センターの

機能としては、まだ実証実験段階にあります。

この3年間は、むしろデータを利用する側のコ

ミュニティづくりを目指した利活用推進・支援

事業を先行させてきました。その中心となって
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いるのが、アーバンデータチャレンジ

（UDC）です。UDCは、公共データ

を活用しながら一年かけて地域課題

の解決に取り組む一般参加型コンテ

ストで、2013年度に始まって今年で5

回目を迎えました。都道府県単位で

各年10拠点を選定して実施していて、

今年で全国を一通りカバーしたことに

なります。この取り組みのなかで培っ

てきた各地のユーザコミュニティと

ユーザ側からの視点は、重要な財産

だと思っています。

自治体データの流通を拡大したい

──各地域に官民の壁を越えたコミュニティを

作るという活動は重要ですね。

　法人化から3年を経たAIGIDの活動成果と課

題は？

関本氏　G空間情報センターを立ち上げ、広く

認知されるところまでこぎ着けたということで、

最初の目標は達成できたと考えています。国だ

けでなく民間も参加した官民共同のデータポー

タルというのは、世界でも例のない最先端の取

り組みです。

　もちろん、AmazonやGoogleといったビッグ

ポータルがあるなかで、まだまだ満足するわけ

にはいきません。これからデータの流通量をど

れだけ増やしていけるかが勝負です。

──データの流通量を拡大していくために、ど

のような方策を考えていますか？

関本氏　まず、扱っている公共データのほとん

どが国の機関からのものだという現状がありま

す。つまり、より住民生活に密着した自治体の

データの公開が進んでいない。ここを突破して

いくことが重要だと考えています。

　そのために、昨年12月に施行された官民デー

タ活用推進基本法に基づく基本計画の策定を

働きかけています。自治体レベルのオープンデー

タの取り組みも徐々に拡大していて、地理空間

データの社会的利活用に対する認識は広がって

きているので、状況は変わっていくと期待して

います。G空間情報センターでは、国や自治体、

研究機関に対して、それぞれ5TBまでのデータ

スペースを無償で提供することにしていて、デー

タの受け入れ体制はできています。

測量のプロもユーザ視点のアイデア
が必要

──AIGIDの取り組みを振り返ると、地理空間

情報を社会の各分野で利活用していくための

環境整備が着実に進んできていることを実感し

ます。

　ところで、そうした空間情報活用社会の進

展を支え、それに大きく貢献しているのが昨今
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の測量技術のめざましい進化だと思います。

関本氏　その通りですね。とくに測量・計測機

器の高機能化と低価格化は空間データの利活

用の展望を大きく切り拓きましたね。かつては

何百万円もしたレーザスキャナが今は数十万円

で購入できるし、スマートフォンには高性能なカ

メラが付属しています。データ処理のプログラ

ムもオープンソースのものが利用できるように

なってきたりと、データの取得・加工のコストが

かつてとは桁違いに安くなっています。

──データの取得や加工が簡易にできるよう

になり、その成果が広く流通し活用されるよう

になってきているなかで、測量のプロフェッショ

ナルに求められる役割も変わってくるのでしょ

うか？

関本氏　測量できるということの価値付けがむ

ずかしくなっていると思います。測量のプロで

あることの価値を自ら新たに設定し直していく

センスが必要です。

　とりわけ、ただ顧客が求めるデータを取って

くるというだけではなく、どのようなスペックの

データを取ってきて、どのようなソフトやプログ

ラムで処理し、いくらで、どんな人に買ってもら

うか、そうしたデータビジネス全体のアイデアを

自分なりに組み立てられることが重要になって

くるのではないでしょうか。

　例えば、私の研究室では、北海道の室蘭市

とともに、スマホのカメラとAIを使ったソリュー

ションで道路の維持管理業務を効率化する実

証実験を行っています。スマホで撮影した道路

の写真をAIを応用したツールで解析して補修

が必要な箇所を見つけるという簡易な路面損傷

検出ソリューションですが、検出精度は90％を

超えています。お金がない自治体でも、こうし

たものなら導入できる。そういったユーザの視

点に立ったアイデアが、これからは必要になる

と思います。

スピード感が空間情報ビジネスの
帰趨を決める

──最後に、測技協あるいは測量業界に対し

て、空間情報活用社会をともに推進していくう

えでアドバイスがあれば、お願いします。

関本氏　規模の大きな企業や組織が、さまざ

まなしがらみや制約に縛られて動きがとれなく

なっているようなケースをよく見かけますが、既

存の顧客や発注者のことばかり気にしすぎず

に、役に立つと思うこと、お金になると思うこと

をまっすぐに追求した方がいいと思うのです。

モチベーションを大事にして、ストレートフォワー

ドに実行し、素早く結果を出す。そこに生まれ

るスピード感こそが、これからの空間情報ビジ

ネスの帰趨を決めることになるのではないで

しょうか。

──ありがとうございました。
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